
用 目標 2 3 4 5
① ％ ① 件

用の推進と利 ➁事業所 ビスを利用できる ジ及びSNSでの情 実績 50.6 - - - ル化の推進 ル化に取り組み、 事務数（累計） 実績 4 - - -

便性の向上 環境を増やし、利 ＩＣＴ操作研修実 目標 10 10 12 12 行政事務の効率化 ペーパーレス会議 目標 120 130 140 150
② 回 ② 回

便性を向上させる 施数（単年度） 実績 6 - - - を推進する。 実施数（単年度） 実績 134 - - -

。 スマートフォン利 目標 60 62 64 66 プリンタ使用枚（ 目標 850 845 840 835
③ ％ ③ 万枚

用割合 実績 60.8 - - - 庁舎内）（単年度 実績 924 - - -

オープンデータ項 目標 170 180 190 200 行政手続きオンラ 目標 20 40 60 80
④ 件 ④ 件

目数（累計） 実績 165 - - - インサービス項目 実績 35 - - -

目標 目標
① ①

実績 実績

目標 目標
② ②

実績 実績

目標 目標
③ ③

実績 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・スマートセーフシティ構想に基づくスマートシティの取組を進める。 【施策の取組方針達成状況】

・市民を対象としたＩＣＴ活用のための講習会等の実施や、市ホームページ、ＳＮＳなどデジタル情報発信のさら □ 全て達成 ・スマートセーフシティを推進するため、庁内委員会及び官民連携協議会を発足した。

なる充実を図る。 ・スマートセーフシティ構想に基づく新たなデジタルサービス導入のための実証実験を行った。
取組

・行政手続の現状把握を進め、マイナンバーカード利用に重点を置きながら可能な手続きから順次オンライン化を ■ 一部未達成 ・ＩＣＴ活用の講習会について、個別指導方式による内容充実を図った。
方針

進めていく。 ・国で定めた『特に国民の利便性向上に資する行政手続』について、マイナポータルからオンライン申請でき

・ＡＩやＲＰＡを始めとするデジタル技術の業務への活用やペーパーレス会議を推進し、業務変革や業務改善など □ 全て未達成 るようにした。
施

内部事務の見直しを進める。 ・オンライン申請に活用可能なLoGoフォームの検証を始めた。
策

・ＲＰＡは財務会計システムの支援で１件、住民情報系システムの支援で３件の自動化を達成した。

■ 全て達成 【成果指標達成状況】

・「インターネット利用割合」はスマートフォンの普及が大きく貢献し、目標80.0％に対して実績84.1％であっ
成果

□ 一部未達成 た。
指標

・「情報化の進捗率」は目標50.0％に対して実績55.6％であった。　　　

□ 全て未達成

基本事業名 令和4年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和4年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

デジタルの利用の ・初心者を対象としたスマートフォ 取組方針 □ 全て達成 ■ 一部未達成 □ 全て未達成 行政のデジタル化 ・オンライン化を見据えた行政手続 取組方針 ■ 全て達成 □ 一部未達成 □ 全て未達成

推進と利便性の向 ン講習を年度内に10回以上開催する 成果指標 □ 全て達成 ■ 一部未達成 □ 全て未達成 の推進 の棚卸及び検証を実施する。 成果指標 □ 全て達成 ■ 一部

令

未達成 □ 全て未達成

上

和

。 【基本事業の取組方

５

針達成状況】 ・マイナ

年

ンバーカードの普及促

度

進を 【基本事業の取組

　

方針達成状況】

・市民

施

へのデジタル活用支援

策

を図り ・スマートフォ

・

ン講習については、民

基

間事業者による総務省

本

事業と 図りながら「ぴ

事

ったりサービス」の ・

業

国で定めた『特に国民

マ

の利便性向上に資する

ネ

行政手続』である転

、

ジ

デジタル情報(公式Ｈ

メ

ＰやSNS)に の差別

ン

化を図り個別指導方式

ト

で実施したところ、1

シ

回当たりの費用 手続き

ー

項目を拡充するととも

ト

に、厳 出・転入手続や

　

罹災証明書の発行申請

（

などについてオンライ

令

ン化に

よる情報取得割

和

合を向上させる。(4

４

が増え、6回の開催に

年

とどまった。 密な本人

度

確認を要しない簡単な

実

申請 取り組んだ。

0%

績

以上) ・スマートセー

に

フシティ構想に基づく

基

新たなデジタルサービ

づ

スとし 手続き等のオン

く

ライン化に順次取り ・

評

RPAについては、財

価

務会計処理のほか、健

）

康増進課やこども課、

 

・都市ＯＳ（データ連

作

携基盤）を構 て、ハザ

成

ードマップのデジタル

日

化、健康事業のアプリ

 

運用、地域ポ 組む。(

 

20項目以上) 人事課

令

の業務に適用した。そ

和

のうち、健康増進課と

 

こども課の業務

築し、

6

政策体系分野間連携、

年

サービ イントの実証実

 

験を行った。 ・導入し

3

たAI-OCRとRP

月

Aを各課と連 について

 

は、手書き帳票の読み

5

取りにAI-OCRを

日

活用した。

ス間連携を

基

促進する。 ・官民連携

本

でスマートセーフシテ

目

ィを推進するため、ス

標

マートセー 携しながら

名

2業務以上で活用し、

0

順 ・ペーパーレスにつ

7

いては会議での紙削減

市

に務めた。

・施策横断

民

的にスマートセーフシ

参

テ フシティ佐野推進協

加

議会を発足した。 次拡

に

大を図る。 【成果指標

よ

達成状況】

ィ構想を推

る

進する体制として、官

自

民 【成果指標達成状況

立

】 ・ペーパーレス会議

し

を全庁で年間12 ・目

た

標20件に対し35件

ま

の行政手続きをオンラ

ち

イン化した。

連携協議

づ

会及び庁内推進組織を

く

構築 ・ＩＣＴ操作研修

り

実施数が６で目標値を

デ

下回った。 0回以上開

ジ

催し、業務のデジタル

タ

化 ・政策調整会議や例

ル

規審査会などのペーパ

推

ーレス化推進会議を中

進

心
基

する。 ・オープン

課

データ項目数が目標値

政

未達成であったが、内

策

容を充実し を図る。 に

体

134回のペーパーレ

系

ス会議を開催し、業務

政

のデジタル化を図った

　

本
、１６５件中、１１

策

５件のデータに「ふり

　

がな」を追加した。 が

名

プリンタ使用枚、紙の

0

削減目標は９２４万枚

2

で未達成となった。
事

多

取組方針 □ 全て達成 □

彩

一部未達成 □ 全て未達

な

成 取組方針 □ 全て達成

交

□ 一部未達成 □ 全て未

流

達成
業

成果指標 □ 全て

と

達成 □ 一部未達成 □ 全

情

て未達成 成果指標 □ 全

報

て達成 □ 一部未達成 □

活

全て未達成

４．施策の

用

基本情報
社会情勢変化

に

、国・県の動向、市民

よ

・議会意見等 施策の成

る

果向上に向けての役割

ま

分担

・令和3年9月1

ち

日にデジタル庁が発足

づ

される。デジタル庁は

く

、デジタルの活用によ

り

り、一人ひとりのニー

施

ズ 市民 事業所 行政

施 に

策

合ったサービスを選ぶ

主

ことができ、多様な幸

管

せが実現できる社会、

課

誰一人取り残さない、

長

人に優しいデジ ・ＩＣ

施

Ｔなどのデジタル技術

　

の活用 ・事業のデジタ

策

ル化推進 ・まちづくり

　

としてのデジタル戦略

名

推進

策 タル化を実現す

0

ることを目的としてい

3

る。 ・デジタル行政サ

デ

ービスの利用及び意見

ジ

提供 ・デジタル行政サ

タ

ービスの利用及び意見

ル

提供 ・行政サービスの

技

デジタル化推進

の ・人

術

口減少や自然災害、コ

の

ロナ禍など社会情勢の

活

大きな変化への対策と

用

して、社会全体のデジ

と

タル化が急速 ・事業へ

普

のデータ活用及び新た

及

な事業創出 ・業務デジ

向

タル化と業務改革・改

田

善の取組

基 に進められ

　

ようとしている。

本 ・

均

未来技術を活用したま

施

ちづくりとしてのスマ

策

ートシティや超スマー

関

ト社会としてのSoc

係

iety5.0、持続

課

可能

本 な開発目標SD

政

Gsなど、デジタルを

策

活用した新たな概念が

調

唱えられている。

情 ・

整

令和４年の全国のイン

課

ターネット個人利用率

、

は84.9％、うちス

総

マートフォン利用率は

合

71.2%と高い水準

戦

に

報 ある。（令和５年

略

版情報通信白書）

・５

推

Ｇなどの新たな通信技

進

術の普及拡大などデジ

室

タル化への移行が急加

、

速している。

・令和４

行

年１１月に公開された

政

生成ＡＩの世界規模で

経

の飛躍的な普及は行政

営

事務への影響が大きい

課

。

５．施策全体の総括

、

・今後の課題・今後の

情

方向性
施策の成果実績

報

と施策の基本情報及び

政

施策コストに関する全

策

体総括 今後の課題 今後

課

の方向性

【デジタルの

、

利用の推進と利便性の

広

向上】 【令和５年度で

報

解決する課題】 ①デジ

ブ

タルデバイド（情報格

ラ

差）を解消し、すべて

ン

の市民がデジタル

・デ

ド

ジタルサービスの確立

推

を目指し、ハザードマ

進

ップのデジタル化、健

課

康事業のアプリ運用、

、

地域ポイントの３ ・チ

い

ャットGPT等生成A

き

Iの導入について、有

い

効性とリスクについて

き

の 化の利便性を享受で

高

きるようデジタルに親

齢

しむ機会を増やす。

事

課

業を実施した。初期登

１

録が必要なサービスの

．

利用者が数百人規模に

施

留まり、普及の難しさ

策

が浮き彫りとなった 検

の

証 ②窓口の簡便化の観

目

点から、オンライン化

的

への変革を図る

。仕組

と

みの複雑さに加え、ス

成

マホ操作等のICT活

果

用能力に不足や格差が

把

大きいことが明らかと

握

なった。 【令和６年度

こ

にも引き継がれる課題

の

】 ③職員研修を充実す

施

るほか、新たな技術や

策

複業人材等を活用し、

は

行政

・複業人材を活用

、

したデジタルアドバイ

誰

ザーの協力を得て、よ

、

り良いサービス継続の

何

ための検討を行った。

を

①デジタルサービスの

対

普及に障害となる情報

象

格差の解消 事務のDX

と

化を図る。

・情報格差

し

の解消に向けた取組で

て

あるスマートフォン講

い

習については、個別対

る

応形式で６回実施した

か

が、総務省 ②電子申請

対

の充実と利用率の向上

象

④生成AIの利用につ

指

いて、ガイドライン等

標

を整備し、安全性を確

単

保し

補助事業として移

位

動体通信事業者が全国

R

展開していることから

4

、自治体としては、新

R

たなアプローチによる

5

解消 ③業務の改善・効

R

率化を推進するデジタ

6

ル技術の導入について

R

、庁内 つつ、あらゆる

7

行政事務で有効活用を

・

図る。

に向けた取組み

市

が求められている。 の

民

推進体制が不十分。 ⑤

の

紙への依存を減らせる

デ

ようなデジタル技術の

ジ

運用・活用を図る。

【

タ

行政のデジタル化の推

ル

進】 ④生成AIサービ

技

スの行政事務での積極

術

的な活用

・行政手続き

利

のオンラインサービス

用

の件数を増やしたが、

状

オフラインと比較して

況

利用件数の上昇余地が

の

大きい。 【令和６年度

目

重点課題】

・公金収納

安

に係るキャッシュレス

と

決済として地方税共通

し

納税システムへの対応

て

を行った。 ⑤プリンタ

、

（紙）使用枚数の抑制

一

・生成ＡＩの世界規模

般

での飛躍的な普及によ

的

り行政事務への安全で

に

効果的な活用が求めら

利

れている。

・ペーパー

①

レス化の推進について

市

は、ペーパーレス会議

民

実施数は増えたものの

（

、プリンタの使用枚数

事

は減らず、

紙への依存

業

が継続している状況に

所

変化がない。

【全体施

）

策コスト】

・令和４年

①

度当初予算額398,

市

510千円に対して1

人

4,592千円の減額

口

補正を行った。スマー

人

トセーフシティ推進事

1

業

において事業内容を

1

精査し25,350千

5

円の減額を行ったほか

,

、新型コロナウイルス

7

感染症対策インターネ

0

ット系無

線環境構築事

0

業として、10,75

-

8千円を増額し、職員

-

の業務用インターネッ

-

ト接続回線の無線化を

用

行った。総予算

額の８

さ

１％は、グループウエ

れ

ア・財務会計・住民情

て

報システム等、情報シ

い

ステムの維持・運用・

る

保守に係る経費

であり

イ

、残り１９％がスマー

ン

トセーフシティ推進事

タ

業費である。

ーネットの利用状況を指標とした。
施策の目的

②行政事務 ② 事務事業数 事業 1,550 - - - ・行政改革の基本方針に情報化推進による事務効率化と市
「対　象」

③ 民の利便性向上とあることから、佐野市情報化計画の達成

④ 成果指標 状況を「情報化の進捗率」としてこの施策における行政改

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方 革の目安とした。

①デジタル技術を利用し、活用する。 インターネット利用割合 目標 80 81 82 83
① ％

②デジタル技術により行政改革が推進される。 実績 84.1 - - -

情報化の進捗率 目標 50 70 90 100
施策の目的 ② ％

実績 55.6 - - -
「意　図」

目標 ① 市政に関するアンケート調査
③

実績 成果指標の ② 第4次佐野市情報化計画

目標 取得方法 ③
④

実績 ④

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

デジタルの利 ①市民 ①②デジタルサー 市公式ホームペー 目標 40 45 50 55 行政のデジタ ①行政事務 ①積極的にデジタ ＡＩ・ＲＰＡ活


